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防衛省訓令第１５６号

自衛官の育児休業に伴う任期付採用に関する訓令を次

のように定める。

平成１９年８月３１日

防衛大臣 高村 正彦

自衛官の育児休業に伴う任期付採用に関する訓令

（目的）

第１条 この訓令は、自衛官の育児休業に伴う任期付採

用（国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年

法律第１０９号）第２７条第１項において準用する同

法（以下「準用育児休業法」という。）第７条第１項

第１号の規定により任期を定めて採用することをいう

。）に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（応募資格）

第２条 任期付自衛官（自衛隊法施行規則（昭和２９年

総理府令第４０号。以下「規則」という。）第２１条

第１項に規定する準用育児休業法第７条第１項第１号

の規定により任期を定めて採用される自衛官をいう。
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以下同じ。）の応募資格を有する者は、自衛官として

の勤務期間が１年以上の者で、かつ、次に掲げる採用

予定自衛官の階級の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める要件に該当する者とする。

(1) 陸士長、海士長又は空士長以下の自衛官 年齢１

８歳以上の者

(2) ３等陸曹、３等海曹又は３等空曹以上の自衛官

年齢１８歳以上の者で、採用しようとする階級にお

いて任期の末日における年齢が、自衛隊法施行令（

昭和２９年政令第１７９号。以下「令」という。）

別表第９に規定する当該階級の定年に達する日以前

の者

（募集の方法）

第３条 任期付自衛官の募集は、幕僚長（陸上幕僚長、

海上幕僚長又は航空幕僚長をいう。以下同じ。 )又は

幕僚長の指定する部隊等の長（自衛隊の部隊又は機関

の長をいう。以下「指定部隊等の長」という。）が行

う。
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２ 幕僚長又は指定部隊等の長が任期付自衛官の募集を

行う場合には、次の各号に掲げる事項を明らかにする

ものとする。

(1) 応募資格

(2) 選考の実施時期、実施場所及び実施要領

(3) 採用予定人員

(4) 採用予定年月日

(5) 任用予定期間

(6) 採用予定自衛官の階級

(7) 採用予定自衛官が行う予定の業務

(8) 前各号に掲げるもののほか受験に必要な事項

３ 幕僚長又は指定部隊等の長は、任期付自衛官の募集

を行う場合には、募集に関して必要な事項について、

当該部隊等が所在する区域を担当する地方協力本部長

に通報する。

（地方協力本部長の協力）

第４条 地方協力本部長は、任期付自衛官の募集に関し

、要項の作成、広報、志願受付及び志願者に対する通
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知について必要な協力を行う。

（選考の方法）

第５条 任期付自衛官の選考は、自衛官として勤務をし

ていた期間の勤務成績が良好である者の中から、口述

試験、身体検査及び経歴評定の結果により行う。

２ 前項に定めるもののほか、任免権者（任命権に関す

る訓令（昭和３６年防衛庁訓令第４号）第２章第１節

及び第３章第１節の規定により隊員の任免を行う者を

いう。以下同じ。）は、任期付自衛官の選考をするた

め必要があると認めるときは、学科試験、体力検査そ

の他必要な方法を用いることができる。

（採用の決定及び採用時の階級）

第６条 任免権者は、任期付自衛官の採用を決定した場

合には、その者の退職した時の階級若しくは現に指定

されている予備自衛官若しくは即応予備自衛官の階級

と同位の階級又はこれらの階級より下位の階級に採用

することができる。

（昇任に要する期間）
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第７条 任期付自衛官の採用後の最初の昇任に要する期

間については、自衛官として在職していた期間のうち

、任期付自衛官として採用された時の階級又はそれよ

り上位の階級であった期間（自衛官の昇任に関する訓

令（昭和３４年防衛庁訓令第６２号）第５条に規定す

る引き続き１箇月以上にわたる休職期間を除く。）に

限り、規則第２９条に規定する昇任に要する期間に算

入することができる。

（任期の更新）

第８条 任免権者は、任期付自衛官として勤務した期間

の勤務成績が良好である場合には、任期付自衛官の任

期の更新（準用育児休業法第７条第３項に規定する任

期の更新をいう。）を行うことができる。

２ 前項の規定により任期を更新される任期付自衛官は

、その者の階級（３等陸曹、３等海曹及び３等空曹以

上の階級に限る。）において更新される任期の末日が

、令別表第９に規定する当該階級の定年に達する日以

前の者でなければならない。
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（上申等）

第９条 幕僚長は、３佐以上（３等陸佐、３等海佐及び

３等空佐以上をいう。）の任期付自衛官の採用又は任

期の更新を行う場合には、別記様式第１により防衛大

臣に上申するものとする。

２ 幕僚長は、尉（１等陸尉、１等海尉及び１等空尉並

びに２等陸尉、２等海尉及び２等空尉並びに３等陸尉

、３等海尉及び３等空尉をいう。）たる任期付自衛官

の採用又は任期の更新を行う場合には、別記様式第２

により防衛大臣に申請し、その承認を得るものとする。

（採用予定者等への通知）

第10条 任免権者は、任期付自衛官として採用を決定し

た場合には別記様式第３により、任期付自衛官の任期

の更新を決定した場合には別記様式第４により、採用

を決定された者又は任期の更新を決定された者に通知

しなければならない。

（防衛大臣に対する報告）

第11条 幕僚長は、毎年５月末日までに、前年度におけ
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る任期付自衛官の採用及び任期の更新の状況を別記様

式第５により防衛大臣に報告しなければならない。

（自衛官の採用の基準に関する訓令等の適用除外）

第12条 自衛官の採用の基準に関する訓令（平成１４年

年防衛庁訓令第５３号）及び元自衛官の再任用に関す

る訓令（昭和３７年防衛庁訓令第５９号）の規定は、

任期付自衛官については適用しない。

（委任規定）

第13条 この訓令の実施に関し必要な事項は、幕僚長が

定める。

附 則

１ この訓令は、平成１９年９月１日から施行する。

２ 自衛官の順位に関する訓令（昭和３５年防衛庁訓令

第１２号）の一部を次のように改正する。

第２条第３項中「（以下この項において「再任用自

衛官」という。）は、再任用自衛官」を「及び国家公

務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０

９号）第２７条第１項において準用する同法第７条第
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１項第１号の規定により任期を定めて採用される自衛

官は、これらの者」に改める。

３ 任命権に関する訓令（昭和３６年防衛庁訓令第４号

）の一部を次のように改正する。

第２７条第３項中「元自衛官等の再任用に関する訓

令（昭和３６年防衛庁訓令第５９号）の規定による元

自衛官等」を「元自衛官の再任用に関する訓令（昭和

３６年防衛庁訓令第５９号）及び自衛官の育児休業に

伴う任期付採用に関する訓令（平成１９年防衛省訓令

第１５６号）の規定による元自衛官」に改める。

４ 陸上自衛隊の教育訓練に関する訓令（昭和３８年陸

上自衛隊訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

第１５条第１項中「及び陸上自衛隊看護学生」を「

、陸上自衛隊看護学生及び自衛官の育児休業に伴う任

期付採用に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第１５

６号）第２条第１項に規定する任期付自衛官（第２３

条の２において「任期付自衛官」という。）」に改め

る。
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第２３条の２第１項中「陸士長を含む」を「陸士長

を含み、任期付自衛官を除く」に改める。

５ 海上自衛隊の教育訓練に関する訓令（昭和４２年海

上自衛隊訓令第４号）の一部を次のように改正する。

第１２条第１項中「及び海曹候補士」を「、海曹候

補士及び自衛官の育児休業に伴う任期付採用に関する

訓令（平成１９年防衛省訓令第１５６号）第２条第１

項に規定する任期付自衛官（以下「任期付自衛官」と

いう。）」に改める。

第１５条第１項中「入隊した海曹」の次に「（任期

付自衛官を除く。）」を加える。

第２１条中「入隊した幹部自衛官」の次に「（任期

付自衛官を除く。）」を加える。

６ 航空自衛隊の教育訓練に関する訓令（昭和４１年航

空自衛隊訓令第３号）の一部を次のように改正する。

第１５条中「及び空曹候補士」を「、空曹候補士及

び自衛官の育児休業に伴う任期付採用に関する訓令（

平成１９年防衛省訓令第１５６号）第２条第１項に規
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定する任期付自衛官（第３４条において「任期付自衛

官」という。）任期付自衛官」に改める。

第３４条中「入隊した幹部自衛官」の次に「（任期

付自衛官を除く。）」を加える。


